
資料２－４ 

厚生労働省独立行政法人評価委員会の業績勘案率（案）について 

 

１ 審議対象案件の内容 

・ 対象者：労働政策研究・研修機構 理事（総務担当） 

（計１名） 

 ・ 業績勘案率（案）：１．０ 

  

２ 業績勘案率の決定方法（別紙１） 

 ・ 業績勘案率の決定方法は、「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の決定方法について（厚

生労働省独立行政法人評価委員会平成16年12月 1日改定）」（以下、「決定方法」という。）に基づ

くものであり、政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政法人評価分科会の方針に沿ったもの（別

紙２及び下表） 

・ 具体的には、「役員の在職期間のうち法人の年度評価実施期間の実績に基づく算定」を基本として

業績勘案率を求め、更に「役員の在職期間のうち、当該退職役員の在職期間における目的積立金の

状況」及び「退職役員に係る職責事項の申請の有無」等も勘案した上で、業績勘案率を決定する方

式。 

・ 上記１法人１人の退職役員に係る業績勘案率（案）についても、厚生労働省評価委員会の関係部

会において、この方式により検討・審議し、（案）を「１．０」として決定した。 

 

３ 当委員会の意見案 

  当該業績勘案率は、「役員退職金に係る業績勘案率に関する方針」（平成16年７月23日政策評価・

独立行政法人評価委員会独立行政法人評価分科会決定）に沿った方法により決定しており、妥当なも

のと認められることから「意見なし」といたしたい。 

（補足説明）別紙２の「決定方法」の主な内容は、次のとおり 

独法評価分科会の方針 決定方法 

２－① 退職役員の在職期間に係る法人等の業
績が、当該法人の過去の通常の業績とは明
確に差があること及びその差を、客観的、
具体的かつ明確に説明できるものとなって
いること。 

１－⑥ その他、業績勘案率を算定する上で考慮すべ
き特段の事由があると認められる場合には、当
該事由を考慮して、業績勘案率の算定に当たっ
て、上記①～⑤の方法により算出された数値に
反映させることができることとする。 

２－② 業績勘案率算定時に在職期間に係る年
度評価結果が確定していない場合、当該期
間の法人等の業績を客観的・具体的根拠に
よって認定していること。 

１-② 未だ評価が行われていない期間に係る業績勘
案率については、当該年度の退職時点までの実
績と前年度の評価結果等を比較考慮の上、その
他の事由を総合的に勘案することにより、適切
に算定することとする。 

２－⑦ 退職役員の在職期間における目的積立
金の額に照らして適切な水準であること。

１-④ １．０を超える業績勘案率を決定する場合は、
当該退職役員の在職期間における目的積立金の
状況等に照らして適切であるかを考慮すること
とする。 

２－⑧ 理事長、理事、監事等の個々の職責に
応じた形で算定されていること。 

１-⑤ 退職役員の職責に係る特段の事項（以下「職
責事項」という。）については、当該法人からの
申請又は部会委員からの申出があった場合に限
り、当該職責事項が法人の業績に与えた影響の
程度及び部会委員の意見等を考慮し、０．５を
上限として増減できることとする。 

 



（別紙１） 
 

厚生労働省独立行政法人評価委員会から通知された業績勘案率（案）の算定内容 
 

算  定  内  容 

調  整 

 

業績勘案率適用期間 

 

 

法  人  名 

 

 

役 職 

 (参考) 

在任期間 

年度評価実施期間等の実績値に

在職月数に応じて 

加重平均した値 

目的積立金

の状況 

職責事項の

申請の 

有無 

業績勘案率

（案） 

（調整後) 

 

（※１） 

労働政策研究・研修機構 理 事 H16.9. 1～H19.8.24 H16.9. 1～ １．０ なし なし １．０ 

（※１）業績勘案率は、厚生労働省独立行政法人評価委員会労働部会（平成 19 年 10 月 29 日開催の第 43 回労働部会）において、決定

したものである。 
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（案） 

政 委 第  号 

平成 20 年 月 日 

 

厚生労働省独立行政法人評価委員会 

  委 員 長  井 原  哲 夫  殿 

 

 

政策評価・独立行政法人評価委員会 

委 員 長  大 橋  洋 治 

 

 

  「厚生労働省所管の独立行政法人の役員の退職金に係る 

業績勘案率（案）について」について（意見） 

 

「厚生労働省所管の独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率（案）

について」（平成19年11月１日付け）をもって貴委員会から通知のありま

した独立行政法人労働政策研究・研修機構の退職役員に関する業績勘案率

（案）については、「役員退職金に係る業績勘案率に関する方針」（平成16

年７月23日政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政法人評価分科会決

定）に沿っているものであり、特に意見はありません。 

 

 

 


